
平成２１年度 一般監査について

東北地方整備局

平成２１年度において、東北地方整備局管内１７の事務所等に対して実施した「一般

監査」について、その結果を取りまとめましたので公表いたします。

監査は、事務の合理運営、官紀の保持及び不正行為の防止に資することを目的として

行っているものであり、平成２１年度は以下のとおり監査を行いました。

１．監査項目

（１）地方整備局統一監査重点項目

○コンプライアンス （官紀の保持、不正行為の防止について）

（２）東北地方整備局監査重点項目

○職員の心身の健康保持、増進

○適正かつ円滑な事業の執行

○事故防止の取組

○入札・契約業務の執行状況

（３）その他通常項目

○業務改善・効率的な事業執行への取組

○事務関係

○工事関係

○用地関係

○事務の合理的運営

○契約・経理事務の適性執行

○直轄工事の適正執行

○職場の安全管理

○広報・広聴活動

（４）推奨事例

２．監査日程

平成２１年７月２２日から平成２２年１月２１日まで

３．監査対象事務所

一般監査については、３年間で全事務所等を一巡する計画で実施しており、平成

２１年度においては管内４３事務所等のうち１６事務所及び１部について監査を行

いました。
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はじめに

本報告書は、平成２１年度において実施した一般監査結果を

取りまとめたものである。

監査は、地方整備局監査規則（平成１３年１月６日国土交通

省訓令第７９号）第２条の規定に基づき、事務の合理的運営、

官紀の保持及び不正行為の防止に資することを目的とし実施し

ている。一般監査は、同規則第６条に基づき定期的に行うこと

と定められており、本年度においては、東北地方整備局管内の

１６事務所と企画部を対象に実施した。

一般監査の結果、同規則第１３条に該当する「事態が重大で

かつ急を要すると認める事項」はなかった。また、同規則第

１５条に基づき局長あて復命した内容について、同規則１６条

２項による局長からの指示に該当する事項はなかった。

本報告書は、一般監査の対象となった事務所だけでなく全事

務所において、今後の業務の参考として活用されることを切望

する。
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第１ 監査の実施

１ 実施項目

一般監査の実施にあたっては、「地方整備局監査規則」及び「東北地方整備

局監査実施要領」に基づき、港湾空港関係以外と港湾空港関係を統一し、次の

事項を監査の共通重点項目として行い、その他の項目を通常項目として、港湾

空港関係以外と港湾空港関係それぞれが監査を行った。

さらに、平成20年度に入札契約監査官が設置されたことにより、入札・契約

業務における不正行為の監視を行うための入札契約監査を実施した。

また、港湾空港関係の監査については、監査通常項目と同時に「港湾工事検

査等事務取扱規則（国土交通省訓令第46号）」に基づく直轄工事通常検査につ

いても実施した。

２ 重点項目

（１）地方整備局統一監査重点項目

・コンプライアンス（官紀の保持、不正行為の防止等について）

（２）東北地方整備局監査重点項目

・職員の心身の健康保持、増進

・適正かつ円滑な事業の執行

・事故防止の取組

・入札・契約業務の執行状況

３ 対象事務所

管内における監査については、3年間で全事務所を一巡する計画で実施して

おり、今年度においては監査対象期間を平成20年度から監査実施日までとして、

43事務所中16事務所について監査を実施した。

平成21年度における監査対象事務所等は、次表のとおりである。
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監査対象事務所
監 査 官 等

及び監査日等

摺上川ダム管理所 主任監査官 入札契約監査官
7月22日 監査官（２名）

森吉山ダム工事事務所 主任監査官 入札契約監査官
7月27日 ～28日 監査官（２名）

七ヶ宿ダム管理所 主任監査官 入札契約監査官
8月27日 監査官（２名）

北上川下流河川事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

9月3日 ～4日 用地部用地対策課長補佐

東北技術事務所 主任監査官 入札契約監査官
9月29日 監査官（２名）

山形河川国道事務所 主任監査官 入札契約監査官
10月13日 ～14日 監査官（２名）

磐城国道事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

10月15日 ～16日 用地部用地官

津軽ダム工事事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

10月20日 ～21日 用地部用地官

浅瀬石川ダム管理所 主任監査官 入札契約監査官
10月22日 ～23日 監査官（２名）

仙台河川国道事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

11月5日 ～6日 用地部用地補償課長補佐

新庄河川事務所 主任監査官 入札契約監査官
11月11日 ～12日 監査官（２名）

青森港湾事務所 港湾空港情報管理官
港湾空港部品質確保室長

11月12日 ～13日 港湾空港部品質確保室業務審査係長

北上川ダム統合管理事務所 主任監査官 入札契約監査官
11月16日 ～17日 監査官（２名）

三陸国道事務所 主任監査官 入札契約監査官
監査官（２名）

11月18日 ～19日 用地部用地官

八戸港湾・空港整備事務所 港湾空港情報管理官
港湾空港部品質確保室長

12月3日 ～4日 港湾空港部品質確保室業務審査係長

小名浜港湾事務所 港湾空港情報管理官
港湾空港部品質確保室長

12月8日 ～9日 港湾空港部品質確保室業務審査係長

企画部 主任監査官 入札契約監査官
1月20日 ～21日 監査官（２名）
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第２ 重点項目に関する監査

１ コンプライアンス（官紀の保持、不正行為の防止等について）

（１）監査目的

全国統一テーマとして平成19年度に決定されたもので、官製談合から

の決別を確実なものとするためのコンプライアンス体制の強化、入札契

約制度の改善等の施策を通じた官紀の保持、不正行為の防止等の観点か

ら、事務所における取組状況を確認するとともに、個別案件等における

事務処理状況の監査を実施した。

（２）監査対象項目

・ コンプライアンス体制の強化

・ 公益通報制度体制の整備

（３）監査結果

１）コンプライアンス体制の強化

綱紀の厳正な保持については、管内職員による公文書偽造等を契機と

して「綱紀の厳正な保持について（平成18年12月6日付け局長通知）」の

通知が発出された他、平成19年11月に「発注事務に関するコンプライア

ンス・マニュアル」の改訂と併せて携帯用の「コンプライアンスカード」

を全職員に配布し、平成21年4月にはマニュアルを再改訂するなど、随

時厳正な業務運営と職員の服務・規律の確保に取り組んでいるところで

ある。

今年度の監査では、事務所における「発注者綱紀保持規程」｢国家公

務員倫理法」「職員による非違行為の未然防止等」「セクシュアル・ハラ

スメントの防止」「個人情報保護法」の職員への周知徹底状況や取組状

況等の確認に加え、コンプライアンスの徹底に向けた体制の整備状況を

確認した。

上記関係法令等の遵守について、事務所での朝会や幹部会、及び綱紀

粛正対策委員会等を通じ、適時職員への周知徹底を図っていた。

港湾空港関係の事務所では、綱紀粛正について発注者綱紀保持規程及

び同マニュアルの改訂内容を把握していることが確認できたが、職員の

コンプライアンスカードの常時携帯が事務所の約半数程度であった。ま

た、飲酒運転撲滅の対応として、「飲酒運転は絶対にしない・させない」

ことを職員に周知徹底を図っていた。また、ゴールデンウイークや年末
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年始の長期休暇の直前には国民の疑惑や不信を招くような行為は厳に慎

むよう、重ねて注意喚起を行っていた。

２）公益通報制度体制の整備

公益通報者保護法が平成18年4月1日に施行されたことに伴い、国土交

通省では「国土交通省の公益通報に係る事務処理要領」を策定し、公益

通報の受付及び公益通報に関する相談を、本省内に設置された公益通報

窓口と外部窓口において対応している。

東北地方整備局では、「国土交通省における公益通報の取扱いについ

て」（平成20年3月30日付け事務連絡）を各事務所総務課長等あてに通知

し、事務所に通報がなされた際の対応等について周知しているところで

ある。

監査では、事務所における公益通報者保護制度の周知状況と公益通報

がなされた際の対応と連絡体制を確認した。

全ての事務所において職員へ周知を行っており、その連絡体制につい

ても適切に把握していた。

なお、コンプライアンスについては、上記の他、それぞれ次の項目につい

ても監査を実施した。

① 「行政対象暴力」等の公務の職場を対象とした不当要求等に対する危

機管理について、事務所における対応マニュアルの作成状況、記録体制

の整備状況（対応場所・カメラ装置・録音装置・電話の取次）、不当要

求防止責任者の選任及び講習の受講状況を確認した。

監査の結果、全ての事務所で対応マニュアルの作成及び不当要求防止

責任者の選任を行っていたが、カメラ等の録画録音装置の設置が不十分

な事務所もあった。

《 港湾空港関係 》

① 入札契約制度の改善

入札契約手続きについては、関係法令等に基づき執行していた。

また、各関係委員会の運営に関しても、運営規則等を整備し審議して

いた。

随意契約にかかる事前手続きとして、特命随契案件は随意契約理由書

等関係書類の本局における事前審査を徹底していた。

少額の随意契約の取扱については、関係法令等を遵守するとともに、

競争性を保つよう3者以上から見積を徴していた。

また、四半期毎に少額随契の執行状況について適正に報告していた。

平成20年度における入札執行状況については、低入札案件又は入札不
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調案件が発生しているが、何れも適切な事務処理を行っていた。

これらの他、入札契約情報については、適時に閲覧室及びホームペー

ジ上に公表していた。

② 建設業・海上運送事業等の法令遵守への指導強化

請負者に「建設業法令遵守ガイドライン」を配付し、三者連絡会や施

工会議等で指導していることを確認した。

（４）監査意見

１）｢行政対象暴力」等の不当要求に対する危機管理では、カメラ等の録

画録音装置の設置について個々の庁舎施設等の事情も踏まえつつ、今

後の体制整備を検討されたい。

以下については、引き続き適正に取り組まれたい。

・ コンプライアンス体制の強化については、不祥事は組織的に起こりに

くい職場環境づくりと、職員個人の倫理によって防止されるものであり、

事務所の幹部職員は、常日頃から職場の状況を把握するとともに、職員

に対して倫理意識が薄れないように定期的に注意喚起することが大切で

あるので、管理職はもとより事務系・技術系を問わず、機会を捉えなが

ら職員に対して周知徹底を図られたい。

・ 公益通報制度体制の整備については、事務所において公益通報に関す

る連絡体制や取扱いを、常にその趣旨を認識していることが重要である

ことから、今後も引き続き周知徹底を図られたい。

《 港湾空港関係 》

１）コンプライアンスカードについては、常時携帯の促進とその徹底を図

られたい。また、国家公務員倫理規定について、事務所独自の講習会が

開催されていなかった事務所があったため実施に向け調整されたい。

以下については、引き続き適正に取り組まれたい。

・ ｢建設業・海上運送事業等の法令遵守への指導強化」では、ガイドラ

インの最新版（H20.9）の配付と内容把握、及び指導徹底を図られたい。
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２ 職員の心身の健康保持、増進

（１）監査目的

平成19年度からの整備局重点項目であり、職員の心身の健康の保持増

進の重要性について、積極的な普及啓発を図り、疾病の発生を予防する

ことにより、職員の生涯にわたる心身ともに健康な生活を実現するため、

国家公務員福利厚生基本計画に基づく生活習慣病、喫煙、心の健康づく

り、業務等に応じた健康管理、職場の環境衛生等の対策について、事務

所における取組状況の監査を実施した。

（２）監査対象項目

・健康管理等の取組状況

（３）監査結果

国家公務員健康週間における取組例では、外部講師による講話、ビデ

オ上映が多く取り入れられ、その他に骨密度測定、動脈硬化測定、体力

測定等の実施例もあり、多様な取組を行っていた。外部講師の講話につ

いては、健康管理医を含めた医師によるものを多く取り入れており、そ

の内容については、メンタルヘルスやメタボリックシンドロームに関す

るものが多かった。

メンタルヘルス対策の一環として発出された「東北地方整備局メンタ

ルヘルスカード（職員用）について（平成21年2月3日付け総務部長通知）」

の取組状況を確認した結果、全ての事務所で適正に文書による周知を行

っており、一部では担当課等において全職員分のカードを作成し配布す

る等、同カードの配布及び周知を徹底した事例もあった。

一般定期健康診断の実施時期については、第1四半期に実施すること

とされており、一部に災害対応等のため、その実施が第2四半期に至っ

た事例があったが、その他の事務所では適時に実施していた。また、Ｖ

ＤＴ健診、婦人科健診、臨時健康診断等についても、全ての事務所で適

正に実施していた。

「自動車運転手以外の職員が官用車を運転する場合の取扱について（平

成20年5月30日付け総務部長通知）」に基づく特別定期健康診断について

は、全ての事務所において半期毎の運転実績を把握し、適正に健診を行

っていた。

長時間勤務をした職員の健康管理の一層の充実を図るため導入された

面接指導については、各事務所とも前月の超過勤務実績を把握し、該当

する場合には各所属長を通じて適正な対応を行っていた。
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健診後の健診結果通知や再検査実施等については、一部事務所で平成

20年度の一般定期健康診断の結果に基づく指導区分発出が第4四半期と

なっていたが、平成21年度では改善されている事を確認した。

毎月実施している健康管理医による健康相談への参加を促すため、そ

の実施時間前後に健康に関するビデオ上映等を催す等、事務所独自の取

組も見られた。

受動喫煙防止対策については、全ての事務所で対応済みで、空間分煙

として喫煙室を設けている他、一部の事務所では庁舎内完全禁煙を実施

していた。

《 港湾空港関係 》

１）生活習慣病対策

健康診断（一般定期、特別、臨時）を計画的に実施していた。併せて、

共済組合の補助制度による人間ドックの受診促進に努めていた。

平成20年度からはメタボリックシンドロームの概念に基づく特定健康

診査が開始され、生活習慣の改善指導が行われるようになったところで

ある。

健康管理医による職員健康相談日を設け、健康診断の検査結果に基づ

く生活指導、単身赴任者の生活指導を実施する等、保健指導を実施して

いた。

２）業務等に応じた健康管理対策

長時間超過勤務者に対する臨時健康診断については、月50時間及び直

近3ケ月以内で120時間を超える超過勤務を命じられた者を対象とし実施

していた。単身赴任者に対しては一般定期健康診断及び人間ドックとは

別に臨時健康診断を行っているほか、非常勤職員を含む女性職員を対象

に婦人科検診を実施し婦人病の予防に努めていた。

３）職場の環境衛生対策

職場の清潔保持については、適時適切に庁舎清掃を実施しており、照

度測定の巡回チェックを通じて、環境条件の的確な把握に努めていた。

４）喫煙対策

分煙及び受動喫煙防止について、所内に喫煙室を設置し喫煙場所以外

での禁煙を徹底し適切な対策を講じていた。
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５）心の健康づくり・惨事ストレス対策

各事務所においては、内部カウンセラーについては、職場内に担当職

員が配置されていた。外部カウンセラーについては、契約に基づき職員

に対するカウンセリングを実施し、職員の精神的安定及び生活の安定に

努めていた。

６）レクリエーション活動の推進

年1回、職員の希望を反映した参加しやすい時期に配慮し、勤務時間

外レクリエーションとしてボウリング等のスポーツを計画・実施してい

た。

（４）監査意見

１）各種健康診断の結果に基づく指導区分発出については、平成21年11月

12日付け発出された「職員の健康管理について（福利厚生官事務連絡）」

を踏まえ、各事務所においては指導区分の決定に際し、事前に健康管理

医との調整を図り、今後も指導区分の早期発出に努められたい。

《 港湾空港関係 》

１）生活習慣病対策について、健康安全教育の講話等の場を開催していな

い事務所が見受けられたことから、計画的な開催に向け調整を図られた

い。
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３ 適正かつ円滑な事業の執行

（１）監査目的

国土交通省直轄工事における発注者の責任と建設生産システムのあり

方の基本的な方向を示すものとして、平成18年9月「国土交通省直轄事業

の建設生産システムにおける発注者責任に関する懇談会」の「中間とり

まとめ」において、発注段階では予見不可能であった諸問題が工事現場

において発生した場合に、対処に必要な発注者の意思決定に時間を費や

し、実働工期が短くなり工事等の品質が確保されないケースが発生して

いるとの指摘があったことから、平成20年度から重点的に工事発注後の

設計変更に関わる指示、協議、承諾、及び変更設計時の適切な処理につ

いて監査を実施した。

（２）監査対象項目

・工事発注後の設計変更に関わる対応

・適切な施工プロセスの確保

（３）監査結果

工事発注後の契約変更の手続き等を主とした監督業務について確認した

結果、適正に執行していた。

・ 監督職員間の情報共有は、現場条件変更や請負業者からの協議事項が

発生した都度に、主任監督員と監督員が打合せを実施しており、報告

・連絡・相談も十分に行っていた。

・ 条件明示した事項について該当項目はすべて協議していた。

・ 変更見込み金額が30％を超える場合は総括監督員である事務所長が適

切に判断していた。

・ 工事現場発生品の処理については、共通仕様書に基づき適正に処理さ

れていることが確認できた。

上記のとおり契約変更の手続き等については適正に執行されていること

が確認できたが、平成21年6月1日以降手続きを開始する工事においては全

ての工事を対象として、「適切な施工プロセスの確保と適正な設計変更に

向けた取り組みの充実について」取り組むこととされていることから、取

組の確実な実施について要請した。また、コンクリート品質管理において

データベース支援ツールを使用することとされているが一部の工事では使

用されていない実態が見受けられたことから、適正な使用について要請し

た。
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《 港湾空港関係 》

１）契約変更手続きの円滑な処理

契約した工事において、現状不一致による変更と計画変更を合わせて、

本官契約で約5割、分任官契約で3割の工事で契約変更を行っていた。契

約変更については、甲乙対等の立場で協議し適切に行っているが、監督

職員が事前測量に立ち会っておらず、施工条件確認の申請があった際に

再度測量を実施させ現状不一致の調査立会いを行っており、業者に過度

の負担をさせている状況であった。

２）適正な事業の執行状況

施工体制等については、監督の施工プロセスチェックにより適切に確

認し実施していた。

また、各港の条件に応じて、地元漁協との協議により捨石に「洗い石」

を使用するなど環境対策及び地域への対応を行っていた。

（４）監査意見

１）適切な施工プロセスの確保と適正な設計変更に向けた取り組みの強化

が必要な状況であること及び適正な業務執行の観点から、以下の内容に

ついて要請した。

・ 設計変更に当たっては、条件明示事項と照合したうえで、適正に協

議に応じるよう留意すること。

・ 工事書類の作成に当たっては、簡素化の観点から、必要以上の作成

を求めないよう留意すること。

・ (生)コンクリート及びコンクリート二次製品等の対象構造物につい

ては、建設材料の品質記録保存業務実施要領（案）（H19年度版共通

特記仕様書P702、参考資料P603）により、コンクリート品質管理デ

ータベース支援ツールを使用することとなっているが、適正な使用

に努めること。また、使用に当たり不具合等が発生した場合には、

今後の支援ツール改良の参考とするため、その情報を担当部署（東

北技術事務所品質調査課）へ提供すること。

《 港湾空港関係 》

１）測量時の立ち会いについては、変更の有無の確認のためにも、最初か

ら事前測量に監督職員が立会い、精度等の確認を行われたい。

以下については、引き続き適正に取り組まれたい。

・ 工事請負金額（部分払い含む）の支払については、検査終了から支

払いまで20～30日程度を要していることから、書類準備を円滑に行い

支払いまでの期間短縮に努められたい。
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４ 事故防止の取組

（１）監査目的

管内における平成20年度の工事事故は145件で、過去最多を記録した平

成18年度の年間発生件数128件を大きく超える結果となっており、引き続

き、工事関係者全員の安全意識の高揚を図り、基本動作や安全ルールの

徹底、危険予知とその対策等、各種事故防止対策を積極的に推進してい

くことが必要な状況であることから、各事務所における取組状況につい

て確認を行った。

（２）監査対象項目

・工事事故防止

（３）監査結果

平成20年度の工事事故を災害分類別でみると、労働災害59件、物損公

衆52件、死傷公衆11件、もらい事故8件が発生しているが、労働災害の増

加が前年度実績を大きく上回る要因となっている。原因別分類では、「交

通災害」と「建設機械」が併せて76件で全体の約6割を占めている。また、

労働災害において3件の死亡事故が発生している。

このような状況から監査では、公共工事を発注・監督する立場として

の安全対策に関する措置状況や事故再発防止対策の工夫、安全パトロー

ルや安全教育の実施状況等について確認した。

また、万が一工事事故が発生した場合に緊急時連絡体制が機能するか

どうか、その体制や周知状況を確認した。

・ 各事務所とも「事故防止対策委員会」が設置され、総会や安全パト

ロール、安全大会等の活動を行っていた。

管内の工事事故発生推移
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・ ｢平成20年度における建設工事事故防止のための重点対策の実施につ

いて｣並びに「平成21年度における建設工事事故防止のための重点対

策の実施について」の対応状況を確認した結果、適切に周知し対応

していることを確認した。

・ 事務所独自の取組として特別安全パトロールを実施していた。また、

｢作業手順リスクアセスメント記録表」を作成し現場点検等に活用し

ていた。（三陸国道）

・ 現場技術者による「安全施工技術研究発表会」を開催し各現場での

独自に工夫した事故防止対策を相互に情報発信し、優秀作品につい

て事故防止委員会で発表するとともに表彰することにより安全意識

の向上を図っていた。（新庄）

・ 重大事故発生を鑑みて、工事事故調査委員会の開催及び「事故原因

と対策の紙芝居」で周知するなど再発防止の取組を行っていた。（仙

台）

・ 発生した工事事故に対して詳細な分析を行い次回の点検に生かすな

ど積極的な再発防止の取組の姿勢が見られた。（山形）

・ ｢安全パトロール便り」を作成し配布することにより、指摘事項だけ

ではなく他の工事への推奨事項を紹介するなどの取組を行っていた。

（山形）

上記のとおり各事務所において安全対策に関する措置や意識高揚の取組

について確認できた。

しかしながら、安全訓練の実施において一部の工事では会議方式のみの

状況となっていた。また、工事及び業務の施工計画書の記載内容で、緊急

時連絡体制の連絡順序や役割分担が明確となっていないものが見受けられ

た。

《 港湾空港関係 》

管内における請負工事事故等の防止対策として、各事務所では安全対策

として「安全パトロール」や「工事安全連絡会議」等を行い事故防止に努

めているところであるが、近年、平成18年度が12件、平成19年度が14件、

平成20年度が15件と工事事故の多発傾向が続いている。このような状況か

ら、各事務所における工事事故の発生状況と事故防止のための安全管理、

施設管理、緊急時連絡体制及び事故防止への取組について、適切に対応が

されているかを確認した。

建設工事事故防止のための重点対策については、打合せ時に請負者に説

明しており、施工計画書の安全管理のチェックに活用していた。

安全パトロールについては、全事務所で毎月実施していることを確認し

た。
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施設管理については、施設点検、電気・水道及びフェンス等の管理を適

切に実施していた。

また、遠隔地にあるケーソンヤード管理は、委託契約を結び、巡回によ

る施設点検管理を実施していた。

所有船舶については、船舶安全点検マニュアルに従い、船舶乗組員が点

検を実施していた。

（４）監査意見

１）安全訓練の実施では、車輌死角確認等の体験訓練を行っていたが、一

部の工事では会議方式のみとなっていた。今後ともマンネリ化しないよ

う体験する訓練を行われたい。

２）工事及び業務の施工計画書の記載内容で、緊急時連絡体制の連絡順序

や役割分担が明確となっていないものがあり、施工計画書提出時に明確

にするよう指導するとともに、緊急時連絡体制の確認を安全訓練に取入

れられたい。

３）平成21年度11月末現在の工事事故は81件で、過去最多となった前年度

同期と比較して4件増加となっており、また、死亡事故も3件発生してい

ることから、引き続き、工事関係者全員の安全意識の高揚を図り、基本

動作や安全ルールの徹底、危険予知とその対策等、各種事故防止対策を

積極的に推進されたい。

さらに、昨年度及び今年度における工事事故発生状況を鑑みて、作業

手順書のさらなる徹底、現場配置技術者等の兼任度合いの確認等に特に

重点を置いた点検に努められたい。

《 港湾空港関係 》

１）安全パトロールについては、さらに充実させるために、現場担当者以

外の職員の参加やチェックリストを活用されたい。

２）作業ヤードはほぼ毎年同じ場所を使用していることから、事務所にお

いてもケーソンヤード内における安全ルールを作成し、ルール厳守の指

導を行われたい。

３）｢工事安全連絡会議」を開催していない事務所があったため、会議の

主旨を理解し実施に努められたい。

以下については、引き続き適正に取り組まれたい。

・ リスクアセスメントを実施している請負者が増えてきているが、さ

らに各業者に対しリスクアセスメント実施と充実に向けた取り組みの

働きかけを行われたい。
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５ 入札・契約業務の執行状況

（１）監査目的

水門設備工事に係る入札談合等に関する調査報告書（平成19年6月18日）

に記載された「当面の入札関係不祥事の再発防止対策」の一環として、通

常の業務監査とは別に入札・契約における不正行為の監視のために入札契

約監査官が設置された。

入札契約の監査は、入札・契約業務の執行手続、特に工事契約に関する

発注、設計・積算、監督等一連の状況を中心に実施した。

（２）監査対象項目

１）入札・契約手続運営委員会の規則制定・開催状況

２）予定価格等の情報管理状況

３）入札・契約業務の執行状況

４）工事契約における執行状況

５）物品取得・管理の執行状況

６）事業者等に対する応接状況

（３）監査結果

１）入札・契約手続運営委員会規則制定・開催状況

・ 監査を実施したすべての事務所において、入札・契約手続運営委員

会規則は制定されていた。だが、一部の事務所において構成員が組織

改正に対応していないなど、規約改正が適切に行われていないところ

があった。

・ 事務所長を委員長とする入札・契約手続運営委員会は、随時に開催

され調査審議のうえ契約手続が開始されていた。

２）予定価格等の情報管理状況

・ 予定価格・工事費内訳書の作成過程において、担当職員の積算作業

手順や作成中の資料の保管、さらには積算段階での資料廃棄の方法な

どの作業工程・情報管理については、適切に行われていた。

・ 予定価格の作成時期について、入札執行の直近にするなど情報管理

に留意していた。

・ 秘密文書として作成された予定価格・工事費内訳書等は、落札又は

決定まで契約担当課長により、事務室内の金庫に厳重に保管していた。



- 15 -

３）入札・契約業務の執行状況

・ 契約措置請求書、支出負担行為決議書等の作成にあたっては、施工

承認など添付書類の確認を含めダブルチェックを行うなど適正な業務

執行に努めていた。

・ 請負者から発注者あてに提出される「工事工程表」、「現場代理人通

知書」は、主任監督員等を経由して契約担当課に提出されていたが、

主任監督員の確認印が押印されていないものや、確認日が記入されて

いないものが見られた。

・ 請負者から主任監督員等を経由して契約担当課に提出された「工事

工程表」、「現場代理人通知書」は、名宛人や契約担当課長へ回覧を行

っている事務所と、回覧を行っていない事務所が見られた。

・ 監督職員については、監督命令書により適任者が任命され監督業務

が行われていた。

・ 工事契約で工期を超えての履行遅滞について確認したが、工期を超

えた事例はなかった。

・ 検査については、検査命令書により適任者が任命され、検査時期、

検査調書の作成等適切に行われていた。

４）工事契約における執行状況

・ 入札及び契約に関する監査の強化として、工事契約の中で特に変更

増額が30％を超える工事、低入札工事、工事完成後出来高形が不可視

となる工事を抽出して確認した。

・ 設計変更手続、監督業務の状況、指示・承諾の処理状況等について

は、適切に行われていた。

５）物品取得・管理の執行状況

・ 現場発生品については、工事現場発生品調書の作成、数量等の確認、

物品管理官への通知など適切に行われていた。

・ 物品管理官は取得した売り払い可能な物品については、速やかに契

約等担当職員に対し、売り払いのための措置を行っていた。

・ 物品等取得に関する手続は、競争参加資格の確認、業者選定、競争

方式とも適切に行われていた。



- 16 -

・ 納入された品目・数量等の検査は、検査職員に任命された者により

実施されていた。

６）事業者等に対する応接状況

・ 事業者等と接するときは、公平かつ適正に対応することを含め一部

の事業者が有利又は不利となることがないよう応接方法等を確認した。

・ 事業者等との応接方法については、原則として、受付カウンター、

応接コーナー、打合せテーブル等オープンな場所で行うこと（発注事

務に関するコンプライアンス・マニュアル第7条関係）としているが、

監査を実施したすべての事務所で打合せスペース等を設置していた。

中には、狭隘な庁舎にもかかわらず、工夫をして打合せスペース等

を創出している事務所も見られた。

・ 庁舎エントランスに名刺入れを設置したり、庁舎玄関や積算担当課

等の執務室入口に入室制限を周知するための掲示を行うなど、情報漏

洩の観点から合理的な入室制限を行っていた。

（４）監査意見

１）｢工事工程表」や「現場代理人通知書」の回覧・整理については、

統一的な取扱いをするよう本局契約課において検討されたい。

以下について、引き続き適正に取り組まれたい。

・ 入札・契約手続運営委員会は、工事・建設コンサルタント業務等

の民間事業者選定の公平を確保するために設置されているものであ

り、今後も適正に運営されたい。

・ 予定価格等は秘密文書であり、作成から保管を含め落札又は決定

まで常時、厳重な取り扱いとされたい。

・ 事業者への対応は、常に公平かつ適正に行うこととされたい。

・ 執務室への自由な出入りの制限を行うなど、情報管理に留意され

たい。
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第３ 通常項目に関する監査

１ 業務改善・効率的な事業執行への取組

（１）ＩＴの活用状況の確認、検証

一般向けのＩＴ活用状況については、津波対策強化の観点で県や自治

体と連携して既設の津波監視カメラや直轄で整備するカメラを直轄のネ

ットワークを活用して配信する取組や、ダム管理所では貯水位や流入量

等ダム状況の情報提供や「放流時の情報提供」を配信するなどの取組を

行っていた。

また、イントラネットの活用についても、メーリングリストによる災

害時初動連絡の効率化を図る取組やメッセージ機能を活用して平成21年

の台風18号関係の情報連絡を迅速に情報共有する取組のほか、「工事事故

防止関連サイト」で事故発生時の迅速な連絡体制を構築している事例や、

ＦＡＸ情報共有システムによる報告業務等の効率化を図る取組を行って

いた。

さらに、道路占用許可の電子申請システム活用に取り組んで、平成

21年9月末現在で95.5％の申請率となっている事例など効率的な事業執行

への取組を行っていた。

（２）事務所が独自に行っている業務の効率化等の確認・検証

業務の効率化について、東北地方整備局では平成14年度に「業務処理

の改善意見提案要領」を改正し簡素合理化に取組み、また、平成16年度

には行政の無駄を省き「簡素で効率的な政府」を実現するため「国土交

通省行政効率化推進計画」が策定され、公共事業のコスト構造改善や公

共調達の効率化の他に、エネルギー・資源使用の効率化等にも取組んで

いるところである。

監査では、事務所における業務改善・効率的な業務執行の体制や具体

例を確認した。

その結果、殆どの事務所で創意工夫し業務改善やエネルギー・資源使

用の効率化に向けた取組を行っており、三陸国道事務所では、独自に各

課（出張所）に「執務室等消灯責任者」を定め、勤務時間前後の消灯や、

昼休み時のパソコン・プリンタ・コピー機等の電源オフを実施する等、

平成18年度から継続し取り組んでいた。

昼休み時間の消灯やコピー紙再利用等、各事務所共に長年取り組んで

いる対策ではあるが、 ｢もったいない」という意識を常日頃から持ち、

改めて業務改善・効率化に取り組まれたい。
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２ 事務関係

（１）安全管理関係

職員の安全管理については、人事院規則10-4（職員の保健及び安全保

持）、「国土交通省職員健康管理安全管理規則（平成13年1月6日国土交通

省訓令第70号）」に基づき危険防止の措置が講じられている。

監査では、事務所における国家公務員安全週間の取組、職員への安全

教育・指導等の状況を確認した。

監査の結果、国家公務員安全週間の取組として、庁舎内安全パトロー

ル、交通安全講話、避難・消火訓練、普通救命講習、職場懇談会等を実

施していた他、個々の事情に応じてオイルフェンス設置訓練、庁舎等防

水盤設置訓練を実施する取組も見られた。

なお、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を使用した普通救命講習は、同

週間の他に国家公務員健康週間の行事としても多くの事務所で実施され

ていた。ＡＥＤは公共施設等で広く普及しており、万一の事態に備え、

今後も同講習の実施に取り組まれたい。

（２）文書管理と庁舎管理関係

文書管理については、「綱紀の厳正な保持について（平成18年12月6日

付け局長通知）」が発出される等、機会があるごとに注意喚起されている。

文書管理については、多くの事務所でそれぞれの行政文書に識別のた

めの番号を付す等して適正な管理を行っており、また文書庫内の書架等

の耐震対策についても適切に処置していた。

しかし、少数ではあるが庁舎内の廊下等に、書庫を仮置した事例や文

書整理時ではあったものの廃棄文書を山積みしていた事例もあった。一

時的な対応とはいえ、常に非常時を想定した処置に努められたい。

また、文書庫をはじめとする倉庫内に使用目的を終えたと思われる物

品を保管している事例は、殆どの事務所で見受けられ、今後、限られた

スペースの有効利用に努めるとともに、3階以上の庁舎を有する事務所に

おいては、非常用進入口となる窓周辺の物品整理も併せて努められたい。

なお、文書管理に関しては、今年度7月に実施された本省定期監察にお

いて、監察事項の一つとして「行政文書の管理等に係る取組状況」につ

いての調査が行われた。その中で「文書の整理及び保存状況」について、

行政文書ファイル管理簿データの不備が指摘され、「総合的文書管理シス

テムにおける平成20年度分データの登録作業等について（平成21年8月

5日付け総務部総務課長通知）」が発出されたところである。

東北地方整備局事務所等文書管理細則第4条では「事務所の課の長、出

張所の長、管理所の長」が文書管理者として、同細則第35条では行政文



- 19 -

書ファイル管理簿の作成と年1回以上の更新がそれぞれ定められているこ

とから、前述の総務課長通知にも記載されているとおり、文書管理者は

責任をもって行政文書ファイル管理簿のデータ作成・更新に努められた

い。

（３）超過勤務縮減対策

超過勤務縮減については「超過勤務の縮減に向けた当面の取組につい

て（平成21年3月31日付け大臣官房長通知）」に基づき取組んでおり、職

員の心身の健康保持、増進の観点から、より一層の縮減への努力が求め

られている。

監査では、縮減対策に向けての事務所の取組、超過勤務状況等を確認

した。

全ての事務所では、幹部会・朝会等を通じて前月等の超過勤務実績の

報告と併せ、同通知の周知を行うなど縮減に向けて努力していた。また、

業務に手戻りが生じない取組として、事前に幹部職員を含めて、事務所

としての方針を決定し、業務を進めている事務所もあった。

引き続き、超過勤務時間の適時・的確な把握を励行されたい。

（４）通勤手当・勤務時間関係

通勤手当の事後確認については「通勤手当及び住居手当の事後の確認

について（平成21年1月29日付け総務部長通知）」により、人事課長が定

めた日をもって、年4回以上行うこととされている。

各事務所においては、事後確認を適切な時期に各職員から定期券や領

収書等の写しを受領する等して行っており、また、住居手当の事後確認

についても上記通知で定められた時期に適切に行っていた。

勤務時間関係については、主に勤務命令書、出勤簿、超過勤務等命令

簿等の整理状況と年次休暇使用計画表の作成状況を確認した。これらに

ついては、概ね適正に処理していることを確認したが、出勤簿の整理方

法として不統一な記載が一部にあったことから、適正な事務処理に努め

られたい。

また、超過勤務等命令簿の勤務内容欄の記載については、より具体な

勤務内容を記載されたい。

（５）車両管理業務委託の適正化

「車両管理業務委託の適正化のための具体的措置について（平成21年

2月23日付け大臣官房地方課長通知）」に基づき、平成21年度において一

般監査項目として、職員への周知徹底状況や環境整備等について監査を

行った。
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職員への周知方法は、各事務所において「車両管理業務委託の適正な

実施についてのガイドライン」を用いた説明会実施の他、定例会議・幹

部会、文書供覧やメールを活用する等、組織規模に応じ適切に周知して

おり、業務指示系統、委託車使用予定の変更手続き、車両管理員への直

接指示や契約外作業の禁止等の徹底を図っていた。

車両管理員の執務場所については、各庁舎の施設状況による違いはあ

ったが、運転業務に従事する職員と車両管理員を明確に別々の専用室に

分けた事例が多かった。

また、委託車両内にも注意事項及び連絡担当者を記載した文書を掲示

しており、適切に対応していた。

今回の説明会等を基に、引き続き定期的な周知徹底と環境整備に努め

られたい。

３ 工事関係

（１）環境施策への取組

平成17年4月、ＣＯ2等温室効果ガスの総排出量を2008年から2012年の

第1約束期間（5カ年）に基準年から6％削減するなどの「京都議定書目標

達成計画」が閣議決定された。また、平成19年3月には、平成17年4月の

閣議決定による京 都議定書の約束期間の開始を翌年に控え、新たな政府

の実行計画が策定された。国土交通省においては、「建設工事に係る資材

の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法、平成12年5月）」や「国

土交通省環境行動計画（平成16年6月）」などに則り、従来より環境施策

を推進してきたところである。

監査では、「国土交通省環境行動計画」の「地球温暖化問題への対応」

「循環型社会の形成」「健全な自然環境・水循環系の構築」等の取組状況

の確認と、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリー

ン購入法、平成13年4月施行）」に基づく物品の調達や省エネルギー対策

などの環境保全等について、事務所での取組状況を確認した。

監査の結果、各事務所とも「環境行動計画」が策定される以前から、

環境に配慮した事業を行ってきたところであり、各分野で積極的に取組

んでいた。

主な取組事例を以下に示す。

１）地球温暖化問題への対応

・ 自然エネルギー活用の融雪施設設計要領や技術資料等の作成（東北

技術）
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・ 渋滞解消とＣＯ2削減に大きな成果がある交差点立体化事業や自然

エネルギーを活用した消融雪（山形）

・ ダム本体建設工事でハイブリッド建設機械の使用（津軽ダム）

・ ｢仙台市公共交通利用促進協議会」の会員として公共交通機関利用

促進への取組（仙台）

・ 庁舎改築で空調方式の熱源を流木も活用できる「ペレットボイラー」

の設置（北上統管）

・ 平成14年から管内初となる小水力発電を行いトンネル照明等へ活用

（三陸国道）

２）循環型社会の形成（ゼロエミッション）への対応

・ 流木や伐採木を一般に無料提供（摺上川ダム、森吉山ダム、七ヶ宿

ダム、津軽ダム、浅瀬石川ダム）

・ 流木を破砕して堆肥化したり看板材料として有効活用（山形、七ヶ

宿ダム）

・ 流木を自治体と連携してペレット化して処分費を軽減（北上統管）

・ ＮＰＯとの共同により流木を炭化しダム上流域に敷設してダム湖の

水質向上の取組（七ヶ宿ダム）

・ 建設発生土の有効利用（山形、磐城国道、津軽ダム、仙台、新庄）

・ コンクリート殻を再生骨材として有効利用（津軽ダム）

・ 伐採木や抜根材のチップ化による法面緑化の基盤材への活用や、河

川事業における刈草の堆肥化による再利用（三陸国道、仙台）

・ 砂防えん堤の本体に現地発生土を利用したＣＳＧ工法の採用（新庄）

３）健全な自然環境・水循環系の構築への対応

・ 噴水の稼働や地元と協力して七ヶ宿湖畔公園内に炭散布をして土壌

改良により水質保全（七ヶ宿ダム）

・ 流域市町村連携協議会が主催するごみ清掃に協力する取組（北上川

下流）

・ 農水省及び山形県等と連携して農業用水の活用による寒河江地区「沼

川」の水質浄化の取組（山形）

・ 地元ＮＰＯなどと協力して「最上川ゴミマップ」を作成し不法投棄

防止の意識高揚を図る取組（山形、新庄）

・ ｢美しい山形・最上川フォーラム」と連携したクリーンアップや水

辺の健康診断を行う取組（山形）

・ 水源地不法投棄パトロールや連絡会便りによる啓蒙など水質保全の

取組（浅瀬石川ダム）

・ 釜房ダム管理所と連携して「広瀬川の瀬切れ防止」や「旧笊川の環

境改善」を図る取組（仙台）
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４）環境学習・環境教育の推進への対応

・ 流域の植物や水生生物などの展示や森林保全の大切さをＰＲする「摺

上川ダム茂庭っ湖まつり」を継続して開催（摺上川ダム）

・ ダムの環境対策や周辺の自然環境について知見を深める「森吉ダム

公開セミナー」を継続して開催（森吉山ダム）

・ ＮＰＯと連携した「七ヶ宿湖子ども交流会」を継続的に開催（七ヶ

宿ダム）

・ 長年にわたって「かわとぴあ」を開催したり身近な問題を地元新聞

社が主催する「最上川 200 キロを歩く」に協力する取組（山形、新

庄）

・ 地元と協力して最上川の自然に親しんだり体験することができる「歩

くことを楽しむ道」を意とする「フットパス事業」に全国に先駆け

て取り組み「副読本」を作成（山形）

・ 関係業者に対して「希少猛禽類のための生息環境配慮指針」や「工

事関係者のための希少種ハンドブック」を配布して環境教育（津軽

ダム）

・ 地元小学校と連携して水生生物調査などを支援（北上川下流、仙台）

・ ｢森と湖に親しむ旬間」行事の一環として「水源地交流見学会」を

開催（浅瀬石川ダム）

・ ダム資料館を活用した「ダム湖ふれあいデー」を地元と共同で継続

開催（浅瀬石川ダム）

・ 開催回数が 240 回を超える開放講座「川はともだち」（新庄）

・ 地元小学生を対象とした「田瀬ダム森林探検隊」や「湯田ダム水源

地見学ツアー」、大学生等を対象とした「ダム自然塾」などの継続

開催（北上統管）

等、様々な取組を展開していた。

今後とも、環境行動計画策定に際しての基本的な考え方である、あら

ゆる局面で環境負荷軽減に努める「国土交通行政のグリーン化」を進め

るため、様々な取組が望まれる。

（２）コスト縮減の推進

総合的なコスト構造改善の推進として、平成20年度以降の新たなプロ

グラム「国土交通省公共事業コスト構造改善プログラム」に基づき総合

的なコスト構造改善を積極的に推進し、平成20年度から5年間で総合コス

ト改善率15％以上（平成19年度比）を達成することを目標とするとされ

ている。

１）原則として、全工事を対象にコスト縮減に努めること。

２）インハウスＶＥを推進し、より効果的な工事コストの縮減に努めるこ

と。
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３）民間技術を積極的に活用し、長寿命化を重視した維持管理の最適化に

努めること。

監査では、事務所全体での計画から設計、工事、管理における新技術

の活用状況やコスト縮減対策への取組み状況を確認し、推奨事例の把握

普及に努めることとしており、施策に基づいたコスト縮減や独自の工夫

などについて、事務所の具体な取組状況を確認した。

監査の結果、全ての事務所において、工事の計画・設計手法の見直し

を行うための「インハウスＶＥ」を実施していることが確認できた。

工事段階でのコスト縮減も含めた主な取組事例を以下に示す。

・ ｢エレベーター設備の昇降速度の見直し」や「改良型ジェットフロー

ゲートの採用による小バルブのコスト縮減」、さらに「ダム放流設備

油圧装置の複合アクチュエータの採用」によるコスト縮減（森吉山

ダム）

・ ｢広幅鋼矢板」や「建設発生土の有効活用」、「鋼管ソイルセメント杭

工法の採用」によるコスト縮減（山形）

・ 大型遠隔操作式草刈り機導入や刈り取り草の有効活用によるコスト

縮減（北上川下流）

・ 流木を無料配布する他、案内板等の材料に再利用し処分費を削減（摺

上川ダム、七ヶ宿ダム、北上統管）

・ ｢橋梁形式の見直し」や「建設発生土の工事間利用」（磐城国道）

・ ｢道路法面緑化基準の見直し」や「竹割型構造物掘削工法の採用」な

ど新技術の積極的採用によるコスト縮減（津軽ダム）

・ 新技術である「軽量・高断熱型観測局舎」の採用によるコスト縮減

（浅瀬石川ダム）

・ ｢ハット型鋼矢板工法」の採用のほか「ＬＥＤ照明の地下道での試行

検証」（仙台）

・ ｢取水施設の堤防乗り越え工法による管設置型式」や「ＩＮＳＥＭ－

ＳＢウォール工法」の採用によるコスト縮減（新庄）

・ ｢流木のペレット化」「除草回数の見直し」、さらに「ヤシ繊維ジオテ

キスタイル」の採用によるコスト縮減（北上統管）

・ ｢設計ＶＥ等の活用による縦断線形見直し」や耐震補強におる「ＢＭ

－Ｓダンパーの採用」、「ＰＣコンポ橋の採用」によるコスト縮減（三

陸国道）

以上のような取組が確認出来たが、今後ともさらに新技術の採用を含

め、積極的に取り組まれたい。
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（３）新技術活用

公共工事等に関する優れた技術は、公共工事等の品質の確保に貢献し、

良質な社会資本の整備を通じて、豊かな国民生活の実現及びその安全の

確保、環境の保全・良好な環境の創出、自立的で個性豊かな地域社会の

形成等に寄与するものであり、優れた技術を継続的に創出していくため

には、民間事業者等により開発された有用な新技術を公共事業等におい

て積極的に活用していくことが重要である。（抜粋：大臣官房技術総括審

議官通達「公共工事等における新技術活用の促進について」）

このようなことから、別に定められている「公共工事等における新技

術活用システム」に基づいた活用状況を確認した。

監査の結果、殆どの事務所で前向きな取組を確認した。主な採用事例

を以下に示す。

・ 省エネ・低コストの新道路灯の採用や「ＥＰＳ工法」の採用（森吉

山ダム）

・ ｢築堤工事における自走式土質改良機リテラ」の積極的な採用や「手

摺り先行型足場」の採用（北上川下流）

・ ｢カプセルプリズム型高輝度路上工事用標示板」の採用（山形、北上

統管）

・ ｢手摺り先行型足場」の採用（磐城国道）

・ ｢簡易式体感マット」の採用（北上川下流、山形、磐城国道、津軽ダ

ム、北上統管、三陸国道）

・ ｢竹割型構造物掘削工法」の採用（津軽ダム）

・ ｢軽量・高断熱型観測局舎」の採用（浅瀬石川ダム）

・ ｢パワーブレンダー工法（スラリー噴射方式）」や「広幅型鋼矢板」

の積極的な採用（仙台）

・ えん堤事業における「残存型枠」の採用（新庄）

・ ｢ＧＳボード」の採用（三陸国道）

新技術は、コスト縮減からも有利なものも多いことから、東北技術事

務所と連携を図る等、今後とも活用促進に向けて積極的な取組が必要で

ある。

４ 用地関係

用地関係では、「公共用地の円滑及び適切な取得について」及び「用地取

得に係る不正防止対策について」を重点項目として監査を実施した。

公共用地の円滑、適切な取得を行うためには、事業計画段階における土地

情報の把握及び提供並びに収用移行を見据えた計画・設計など、事業担当部
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局との連携の強化及び土地収用手続の計画的かつ迅速な活用が重要であり、

用地取得に係る不正防止については、「用地取得事務における不当要求行為

への対策及び不正防止対策について（平成14年11月29日付け局長通知）」に

基づく対策が必要となるものである。

（１）公共用地の円滑及び適切な取得

１）事業担当部局との連携

用地担当課と事業担当課との連携については、事業実施に関する全体

的な打ち合わせが、年度当初及び予算要求ヒヤリング時等において定期

的に実施され、事業箇所毎の打ち合わせも随時行っており、事業担当課

との情報共有と意思統一を図っていた。

また、事業計画説明会、用地取得関係説明会等においても事業担当と

用地担当の双方が出席するなど連携を図っており、事務所独自の運用と

して、地元からの要望等を「苦情処理簿」にまとめ、関係課や出張所と

の情報を共有し、成果を上げている事務所もあった。

２）土地収用手続の適正な活用

各事務所とも事業認定等調整会議を定期に開催し、事務所全体で収用

手続きに係る情報共有を図った上で調整原案を作成報告している。

また、事業認定要件判断表を活用し、事業担当と用地担当相互が収用

移行にあたっての問題点抽出等、情報共有と連携を図りながら、土地収

用手続事務を行っていた。

３）未取得土地の計画的な処理

未取得土地の処理については、得てして本来業務の処理を優先せざる

を得ない状況から、後回しとなる傾向が見受けられることから、当該趣

旨を再認識の上、未取得地解消に向けた計画的な処理を継続されたい。

４）繰り越し案件等の移転状況の確認

繰り越し案件の移転状況の確認については、適時移転状況を確認して

おり適正に行っていた。

５）工事用地の管理及び供用後の図面等の引き継ぎ

工事用地の管理については、境界杭の打設及び、安全対策を講じてお

り適切に管理していたが、供用後の図面等の引き継ぎが、一部実施され

ていない箇所も見受けられたことから、工事用地管理要領に基づき適正

に行われたい。

以上のような取り組みが確認できたが、今後とも事業担当課、用地担当課

相互の更なる連携を図り、公共用地の円滑かつ適切な取得に取り組まれたい。



- 26 -

（２）用地取得に係る不正防止対策

１）不当要求行為に対する組織全体による取組

「不当要求行為への応対マニュアル」に基づいた連絡体制及び役割分

担等を整備しており、防犯カメラを設置した部屋を準備するなど事務所

全体として取り組んでいた。

更に、所轄警察署、暴力団追放センター等関係機関との連携強化を推

進するとともに、関係研修等へ職員が積極的に参加していた。

２）不正行為の防止に係る組織全体による取組

「物件等確認及び完了検査マニュアル」等に基づき用地取得事務の各

段階でのチェック等を的確に実施し、物件等の存否の確認及び完了検査

においても、用地取得の実務に携わらない職員が適正に行っていた。

また、金額提示ルールに基づいた補償額提示に先立つ事務所長決裁も

適正に行っており、契約関係書類の相互確認、複数職員による用地交渉

を徹底していた。

今後とも、不当要求行為及び不正行為防止に対する対応については、組織

全体による不断の取り組みが必要である。

《 港湾空港関係 》

５ 事務の合理的運営

（１）勤務状況及び事務処理

超過勤務縮減及び計画的な年次休暇取得、並びに休日出勤に伴う振替

等の実施状況について、これらの処理に係る帳簿（出勤簿、休暇簿、旅

行命令簿、超過勤務命令簿）の整理状況について確認した。また、国有

財産台帳、物品管理簿、仮設物管理簿）についても確認した。

各事務所での超過勤務縮減対策としては、定時退庁日に退庁を所内放

送で呼びかけるほか、定期的な所内打ち合わせにて超勤実績の報告と併

せ、その趣旨の周知を行われていることが確認された。

超過勤務時間実績に関しては、平成20年度実績において月80時間又は月

100時間を超える職員が存在した。また、深夜の超過勤務の命令がされて

いる事務所もあった。

長時間超過勤務者には臨時健康診断等の職場環境対策はなされている

が、職員が常に超過勤務の縮減を意識されるよう努め、改善に向けたよ

り一層の取組をされるよう要請した。
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年次休暇等の取得状況に関しては、平成20年実績において、年休残日

数が30日以上の職員が約3割以上存在していたため、計画的な年次休暇の

促進と取得をしやすい環境づくりを整えるよう助言した。

休日出勤については、夏期イベント等真にやむを得ない事情のある場

合のみとなっており、代休・振替週休日も適切に取得されていた。

６ 契約・経理事務の適正執行（不正行為の防止）

（１）契約・経理関係事務の処理状況

事務処理状況として、不正行為の防止の観点から、調達要求、契約執

行、監督、検査、支払に至るまでの過程について、法令等に基づく処理

がなされているか確認した。

監査対象事務所においては、要求部署と発注部署の役割明確化、監督

・検査職員の任命、及び契約・経理に関する各段階での意志決定がなさ

れ、適切に処理されていた。

７ 直轄工事の適正執行（直轄工事通常検査含む）

（１）事業の執行状況

計画・契約・施工・管理について、実施計画に沿い適切に業務執行す

るよう努めており、事業執行にあたっては港湾管理者・港長（海上保安

部）・労働基準監督署・漁組等との対外調整が行われていた。

工事コスト縮減については、各事務所とも地域資源の活用や施設の再

利用、設計、施工の工夫に取り組んでいた。

なお、ケーソン製作後仮置状態となっている事務所があったことから、

事業の優先順位の兼合いもあると思われるが、事業効果の発現の観点か

ら、ケーソンは据付けて初めて効果が発揮されるものであるため、早期

に据付できるよう検討されたい。

（２）事業の執行体制

各事務所とも課題毎にプロジェクトチームを作って課題解決への道筋

を想定しスケジュール感を持って取り組んでいた。

事務、工務、現場の担当者の連携に滞りがあると感じられた事務所に

ついては、お互いの連携を深める努力をするよう助言した。

直轄技術力確保方策として、安全パトロールへの若手職員の参加やス

キルアップのための技術試験の受験奨励や事務所内での技術講演会の実

施などが取り組まれていた。
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（３）施工・安全・出来形管理の状況

工事が幅輳する港では、航行安全検討委員会を設置し、施工の安全確

保に取り組んでいた。

工事の起点終点については、出来形実測の積み重ねで管理していると

のことであったが、正確な位置を把握するため出来形による実測値と法

線上の座標値を確認し管理するよう助言した。

８ 職場の安全管理

（１）職場の安全管理

１）非常用防災用品、施設の配置と管理状況

非常用防災用品の備蓄及び管理状況について、所内に備蓄場所を設置

し、非常時の際に適切に対応できるよう管理されていた。

２）職場の消防体制

職場の防火管理について、庁舎（宿舎含む）の消火設備の点検が適時

適切に実施されていた。また、職員の参加による避難訓練を実施し、知

識の取得に努めていた。

（２）災害・事故時の連絡体制

「事務所災害対策支部運営要領」及び「初動マニュアル」を作成済みで

ある。事故発生時の連絡体制は、施工計画書に適切に記載されていた。

９ 広報・広聴活動

（１）広報・広聴活動の取組

技術展示会への出展、駅構内通路におけるパネル展の実施及び地域と

連携したフォーラムやシンポジウムの開催等年間を通じ計画的に取り組

まれていることを確認した。広報・広聴活動にあたっては対象を絞り込

み、効率的な実施に努めていた。
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第４ 推奨事例

１ 指導区分の発出（三陸国道事務所、北上川ダム統合管理事務所）

各種健康診断実施後の措置として、実施機関から健診結果を受領する都度、

速やかに健康管理医にその結果を提示し指導区分の決定や再検査の指示を受

ける等、健診結果の通知に至るまで各手続きを滞りなく行っていたことは評

価できる。

２ サイボウズガルーンを活用した工事情報共有化（仙台河川国道事務所）

サイボウズガルーン掲示板を活用して工事執行のためのプロジェクトチー

ムによる情報の共有化を行っていたことは評価できる。

３ 道路占用許可の電子申請システム活用の取組（磐城国道事務所）

道路占用許可の電子申請システム活用に取り組み、平成21年9月末現在で

95.5％の申請率となっていたことは評価できる。

４ 業務改善及び職員の技術力向上に向けた取組事例

（１）体験型土木構造物実習による人材育成のほか、若手職員の技術力向上を

図るため基礎技術の習得に重点を置いた講習を実施していたことは評価で

きる（東北技術事務所）。

（２）工事実施箇所の住民に対して行政の顔が見えるフェイスtoフェイス型の

対応を実施していたことは評価できる（磐城国道事務所）。

（３）一般国道6号常磐バイパス沿いの地元企業と連携し、一般ドライバーの

誤進入が多発していた企業専用の進入路付近に、それぞれが案内標識や路

面標示を設置する等、地域ニーズに的確に対応していたことは評価できる

（磐城国道事務所）。

（４）ダム完成に向けて月1回所内全課係長以上により、職員自らが資料作成

することによって、全体事業工程及び総事業費管理方法の事業執行監理を

実施していたことは評価できる（津軽ダム工事事務所）。

（５）「仙台河国スキルアップゼミ」の開催により職員の技術力向上の取組を

行っていたことは評価できる（仙台河川国道事務所）。

（６）「工事の適正な執行に関する受注者アンケート」を実施し、請負者との

コミュニケーション改善に向けた取組を実施していたことは評価できる

（仙台河川国道事務所）。

５ 工事事故防止の取組

発生した工事事故に対して詳細な分析を行い次回の点検に生かすなど積極
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的な再発防止の取組の姿勢が見られた。また、「安全パトロール便り」を作

成し配布することにより、指摘事項だけではなく他の工事への推奨事項を紹

介するなどの取組を行っていたことは評価できる（山形河川国道事務所）。

事務所独自の取組として計画した安全パトロールのほかに特別安全パトロ

ールを実施していた。また、「作業手順リスクアセスメント記録表」を作成

し現場点検等に活用していたことは評価できる（三陸国道事務所）。

《 港湾空港関係 》

６ 交通事故防止対策（小名浜港湾事務所）

通勤時の交通事故防止対策として、新規に事務所に赴任した職員に対し、

通勤途中の「ヒヤリハットマップ」を配布・周知し、注意を促していること

は評価できる。

７ 不当な働きかけ記録・報告・公表体制の整備（小名浜港湾事務所）

発注者綱紀保持規程及び発注者綱紀保持マニュアルにより整備されている

とともに、港における事業実施に関し、不当な働きかけに対応すべく自ら事

務局として「小名浜港整備事業不当介入排除連絡協議会」を立上げ、対応の

強化を図っていることは評価できる。

８ 適正な事業の執行状況（青森港湾事務所、八戸港湾・空港整備事務所

、小名浜港湾事務所）

各事務所とも課題毎にプロジェクトチームを作ってその解決への道筋を想

定しスケジュジュール感を持って取組んでいることは評価できる。

また、防波堤ケーソンの再利用やケーソン中詰材に銅ガラミ、亜鉛鉱、フ

ェロニッケル等を使用するなど、資源の有効活用と工事コスト縮減に取組ん

でいることは評価できる。

９ 災害・事故時の連絡体制（青森港湾事務所）

「事務所災害対策支部運営要領」及び「初動マニュアル」が作成済みで

ある。事故発生時の連絡体制は、施工計画書に適切に記載されている。

事務所独自の災害対策マニュアル（携帯版）を作成・配付しており、そ

の携帯版には、災害直後からの流れ・災害時の体制・家族の安否確認・

30分ルールへの対応を具体的に表示し、速やかに実行できるよう取組んで

いることは評価できる。

１０ 広報・広聴活動の取組（青森港湾事務所、小名浜港湾事務所）

予算制約及び少ない職員の中で、より効率的に広報を行うべく「振興・広

報PT」または「プロジェクト広報」を立上げ、目的をしっかり把握しながら、

組織的に地域の総合学習へ支援するなど積極的に取組んでいることは評価で

きる。




